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3 本調査研究は、科学研究費・基盤研究(C)「貧困の“農村的”性格と貧困政策のあり方に関する調査研究」
（研究代表者：岩手県立大学名誉教授・佐藤嘉夫）に基づいて実施された。 



















ると、2015 年では盛岡市 316 万円に対して、岩泉町 247










                                                     
4 岩手県地域政策部「平成 27 年度 岩手県市町村民経済計算の概要」 
同年度の県内市町村平均 276 万円、国民所得は 307 万 1,000 円。 
http://www.pref.iwate.jp/dbps_data/_material_/_files/000/000/050/923/27sityousonmin.pdf（2018 年 8 月 1 日ア
クセス） 
岩手県地図 
－ 4 － 
でも異なることが想定されるからである。 
旧沢内村は、公衆衛生を改善し日本で初めて乳児死亡率をゼロにした経験や、1960 年に始


















きるよう地区で層化し（岩泉町 6 地区、西和賀町 7 地区）、さらに住民票基本台帳から、人口の
5％となるよう先に抽出した地区の20歳以上80歳未満の住民個人をサンプリングした。そして、
自記式の調査票を郵送により配付・回収を行った結果、岩泉町においては有効回収率が 59.9％




図表１ 岩泉町および西和賀町における生活保護の動向（平成 24 年度月平均） 
 
出所 岩手県地域福祉課「平成 25 年度 岩手県の生活保護」 













































































図表６ 性別でみた都道府県別賃金水準 2017 年（単位：千円） 
【年齢 40 歳代前半、勤続 8 年〜15 年、きまって支給する現金給与額】 
 
出所：厚生労働省「平成 29 年賃金構造基本統計調査」、都道府県別参考表 1 



























































図表 11 生活をよくするために普段から 
自分の力だけでなく皆と力をあわせているか（％） 
 
図表 10 やりとり／助け合いと生活実感のクロス集計結果（％） 
 






















図表 12 地域メンバーシップおよび「規制力」（％） 
 











図表 14 収入と比べた消費生活の充実と非充実の二項ロジスティク回帰分析の結果 
 
図表 13 収入と比べた消費生活の充実（％） 
 


































































図表 16 である。性別で見た場合 1％有意であり、貧困の原因が「個人にある」という回答は、
女性に比べて男性の方が 5 ポイント高く、「どちらかといえば社会にある」という回答において
女性の方が男性よりも約 10 ポイント高い割合となっている。 
 また年代別および学歴別で見ると、それぞれ 5％有意であった。年代別では、「個人にある」
という回答が高齢者層に偏る傾向が明らかである。学歴別では「中学卒」と「大学･大学院卒以
図表 16 貧困の原因は個人にあるか社会にあるか：属性別クロス集計結果（％） 
 

















図表 17 貧困の原因を個人に見るか社会に見るかの二項ロジスティク回帰分析結果 
 










図表 18 老後の備えは公的年金か個人の備えか：属性別クロス集計結果（％） 
 






















図表 19 老後の備えを個人でするか公的年金でするかの二項ロジスティク回帰分析結果 
 

















 次に貧困のイメージとして「スティグマ」を想起するかどうかを聞いている。図表 21 は、「貧
困は肩身が狭いとか恥ずかしいことだと思うか」という質問に対して、「思う」「どちらかとい




































































図表 21 属性別「貧困は肩身が狭いとか恥ずかしいことだと思うか」クロス集計結果（％） 
 
－ 21 － 
 
 
図表 23 生活保護は平等に受けられる権利か否かの二項ロジスティク回帰分析結果 
 
図表 22 属性別「生活保護は困窮時に誰もが平等に受けられる権利」クロス集計結果（％） 
 






















図表 24 自分が生活保護を受けたいと思うか否かの二項ロジスティク回帰分析結果 
（※「受けたくない」をダミー変数として分析） 
 









図表 25 属性別:「困窮時に自分が生活保護を受けたいと思うか」クロス集計結果（％） 
 














 第 1 に、貧困の原因の所在に関する貧困認識を規定するのは、住民の年齢、次いで性別、学
歴、そして相互扶助的実践の有無であった。年齢が高くなるほど個人主義的貧困観が支持され
図表 27 生活保護利用者の権利制限やむなし（思う/思わない）と 
年齢および「貧困のイメージ」のクロス集計結果（％） 
 






計 417 100  



































































相互扶助的営み有り 個人の責任 肯定的 否定的
経済的
生
活実感苦しい 社会のせい 否定的 肯定的  
















なお本稿は JSPS 科研費 15K04015 の助成を受けた研究成果の一部である。 
